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論 文 内 容 の 要 旨 
財務会計は企業と社会との関係にかかわってきた。例えば、利害調整は財務会計の重要な社会的機能のひと
つであるが、そのかかわりはもっぱら企業の経済的な利益追求組織としての側面に対してである。1960年代後
半から70年代にかけて、企業の社会的責任が問われたが、財務会計にも企業と社会との関係を捕捉する要請が
高まり、「企業社会会計」や「社会責任会計」の名の下に、さまざまな試行錯誤がおこなわれた。1980年代に
入って、この展開は沈静化する。市場原理・競争原理が強調され、社会的な側面は後退し、利益追求目的が全
面に押し出される。やがて1980年代後半から、地球環境問題が深刻化し、文字通りグローバルな広がりを見せ
始めた。企業の環境に対する取り組みが問われる時代へと変化しているのである。企業に対する考え方（さら
には利益に対する考え方）にも変化が現われ、少なくとも利益追求目的のみを声高に表明できる状況ではなく
なり、経済的利益と社会的利益のバランスが問われることになる。 
 企業と社会との関係を捕捉する領域は「社会関連会計」と呼ばれている。「環境会計」はその重要な－領域で
あるが、本書の目的は、地球環境問題に対して会計の立場からアプローチする環境会計、なかでも環境会計情
報開示という意味での外部環境会計を社会関連会計の捕捉対象である「労働」から「環境」への流れの中でと
らえ、「社会環境会計」としての展開を素描するとともに、そこにおける「連続と変化」を検討することである。 
 本著は３部構成である。第Ⅰ部は「社会関連会計の史的展開」として、1970年代を中心にそれに至る過去と
1990年代の環境会計への連続と変化を総論的に検討している。すなわち、社会的利益算定の試みを振り返ると
ともに、ドイツを中心に従業員関連情報開示について論じている。また、1970年代にあらわれたドイツ社会関
連会計の特質と考えられていた従業員関連報告は、Sozialberichtと呼ばれた報告実務に遡ることができるこ
とを明らかにしている。さらに、成果概念としての経営成果（Betriebsertrag）と創造価値（Wertschopfung）
について論じるとともに、社会環境情報の関心が従業員から地球環境へと移っていった変化を検討している。 
 第Ⅱ部は「社会環境情報開示の論理」と題して、アカウンタビリティと正統性について論じている。具体的
には、伝統的なアカウンタビリティ概念を財務会計の社会的機能の中で位置づけ、伝統的アカウンタビリティ
を社会的アカウンタビリティへと拡張する可能性について論じている。さらに、アカウンタビリティと対照的
な位置にある正統性について検討している。すなわち、「なぜ企業は環境情報を開示しているのか」という問題
提起から発し、象徴的な日米企業（東京電力と Exxon Corporation）の事例をとりあげながらその背景の相違
点について検討するとともに、アカウンタビリティや正統性の議論のうちに想定されていると考えられる人間
観を試論的に論じている。 
 第Ⅲ部は「環境情報開示の実践」として、環境会計を中心とする環境情報開示の実務にもとづきながらさま
ざまな問題をとりあげている。具体的には、将来キャッシュ・アウトフローの認識である環境負債であり、一
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連の環境省ガイドラインの内容とコスト・効果の測定問題であり、環境税の議論を交えながら社会的規制とし
て環境情報開示を位置づけた場合の機能要件であり、ビール業界４社の環境報告書を用いた環境業績の分析で
あり、さらに、経済・社会・環境という３つの柱からなる新たな報告体系を打ち出したGR1（Global Reporting 
Initiative）ガイドラインについて検討している。 
 最後に補章として、わが国のコーポレート・ガバナンス構造の過去・現在・未来について、「安心」と「信頼」
の概念を用いながら検討している。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
第１部では「社会関連会計の史的展開」として、1970年代を中心に、当時旧西ドイツにおいてみられた社会
的利益の算定の試みを検討するとともに、従業員に関する情報開示の歴史・実務・背景について検討する。ま
た、ドイツ独自の成果概念である経営成果と創造価値について考察するとともに、社会環境情報の関心が従業
員から環境へシフトしたことについて論究している。 
第２部は「社会環境情報開示の論理」として、社会環境情報開示の論拠としてのアカウンタビリテイと正統
性について論じる。伝統的なアカウンタビリティは財務会計の成立を説明する概念であるが、これを社会的ア
カウンタビリティに拡張する可能性と問題点を検討している。また、伝統的なアカウンタビリティは資金・財
の委託－受託関係を基礎としていたが、多様な利害関係者との関係は利害関係にもとづくアカウンタビリティ
であるとする。しかも、これは必ずしも権利・義務関係のような画一的、静的、硬直的なものではなく、多面
的かつ動的であり、ある種の緊張関係にもとづきながら合意・信頼を形成していく社会的、倫理的、道徳的な
要因と深く関わることになるとする。 
他方、企業側から戦略的な意図をもって社会環境情報を開示する論理が正統性であるとし、社会の側・企業
の側どちらに主導権をもたせるかによって２つの意味の正統性が存在しうるが、これらは特定の人間観を前提
としたものであることを指摘する。 
第３部は「環境情報開示の実務」として、環境会計を中心とする環境情報開示の実践にもとづきながら、ア
メリカを中心とする環境負債の認識と測定の問題、および、わが国における環境会計・環境報告書の作成の動
きに大きな影響を与えた環境省ガイドラインとコスト・ベネフィットの測定問題をとりあげている。 
環境情報開示を環境政策として機能させるための要件として、プレッシャー・グループの存在や環境効率的
な市場（資本・労働・製品）の存在を指摘し、環境情報を用いた環境業績の比較分析の可能性について論究す
るとともに、現在企業からの注目を集めている経済・環境・社会のトリプル・ボトム・ラインからなる持続可
能性報告ガイドラインについて検討している。 
こうした向山氏の社会環境会計に関する所説について以下のように評価することができる。 
第１に、環境情報開示の根拠として、会計情報開示の根拠とされてきたアカウンタビリティを拡張した社会
的アカウンタビリティに求め、環境情報開示を「信頼」構築の手段としてとりあげていることはこれまでにな
かった視点として評価できる。 
第２に、環境政策的な視点として、環境情報開示が社会的規制手段として機能するためには、情報を通じて
企業を十分に監視する主体が存在するか、環境情報に基づく意思決定が最適な資源配分を可能にする市場が存
在するかのいずれかが満たされなければならないとしている点などがあげられる。 
若干の問題点として、第１部において、ドイツ社会関連報告の焦点の従業員から環境への「シフト」という
理解や社会関連報告の内容の「拡大」という理解と第３部における「統合化」の試みの指摘との関連と、こう
したドイツの理論的状況と第２部・第３部での環境情報開示の理論や実務との関連性に対する一層の考察が求
められる点があげられる。 
しかしながら、社会と会計との関係性を捕捉する「社会関連会計」をこれまで一貫して研究されてきた氏の
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業績は高く評価できる。本委員会は一致して向山氏に博士（経営学）を授与するに値すると判定した。 
